
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

地方公共団体発注の公共調達における価格転嫁の促
進（公共調達）

①物価高騰において賃上げ環境を整備するため、当自治体の公共調達において労務費を含めた価格転嫁を促進する。
②実質的な賃上げにつながる価格転嫁分（当該価格転嫁分が実質的な賃上げにつながるものとして確認できるような書類の提出を求める）
③価格転嫁分に相当する金額 38,175千円　工事（変更契約） 1件
その他227,528千円（一般財源）の積算＝インフレスライド見込額－（インフレスライド見込額×労務費率0.23）＝165,981千円－（165,981千円×0.23）≒165,981千円－
38,175千円＝127,806千円
④物価高騰の影響を受ける中小企業

R7.4 R8.3

2
⑤医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

私立高等学校授業料減免支援事業（R7予算分）

①物価高騰等の影響を受ける私立学校に通う生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、以下の事業を実施する。
（1）私立高等学校に通う住民税均等割非課税世帯の授業料の減免を行った学校法人に対して5,000円を上限に補助する。
（2）私立高等学校に通う年収590万円以上910万円未満世帯の授業料の減免を行った学校法人に対して10,000円を上限に補助する。
（3）私立高等学校専攻科に通う年収380万円以上590万円未満世帯に対して授業料の減免を行った学校法人に対して5,000円を上限に補助する。
②③私立高校等が授業料を減免した経費　290,688千円（2,527人）
290,688千円＝3千円×12か月×3人+5千円×12か月×205人+10千円×12か月×2,319人
④私立高等学校に通う住民税均等割非課税世帯及び年収590万円以上910万円未満世帯、私立高等学校専攻科に通う年収380万円以上590万円未満世帯の生徒に対
して授業料の減免を実施した私立高校等

R7.4 R8.3
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⑤医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

私立高等学校ＩＣＴ機器導入支援事業費（R7予算分）

①物価高騰等の影響を受ける私立学校に通う生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、以下の事業を実施する。
（1）生活保護世帯又は市町村民税非課税世帯の保護者（生徒）が購入する一人一台端末購入費用の負担軽減を行った学校法人に対して、45,000円を上限に補助す
る。
（2）新入生の保護者（生徒）が購入する一人一台端末購入費用の負担軽減を行った学校法人に対して、14,000円を上限に補助する。
②③
私立高校が端末購入費用助成に要した経費59,365千円（2,945人）
59,365千円＝14千円×2,542人+59千円×403人
その他9,373千円（一般財源）＝3,000千円×1/3（A校）+6,000千円×1/6（B校）+3,000千円×1/3（C校）+3,500千円×1/3（D校）+4,000千円×1/3（E校）+13,250千円×
1/6（F校）+4,000千円×1/3（G校）+1,000千円×1/3（H校）

④生活保護世帯又は市町村民税非課税世帯や新入生の生徒の負担軽減を実施した私立高等学校

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

自動車運送事業者乗務員確保対策事業（R7予算分）

①燃料費高騰により厳しい経営状況にあるバス、タクシー、トラック事業者が抱える乗務員の人手不足、高齢化による地域交通や物流の停滞といった問題への対応のた
め、乗務員確保への支援を行う。
②③
（１）免許取得費用補助（特例教習受講費用含む）
バス・・・大型二種1/2上限　250千円×10人=2,500千円　特例教習1/2上限　150千円×9人=1,350千円
タクシー・・・普通二種1/2上限　125千円×91人=11,375千円　　特例教習1/2上限　150千円×9人=1,350千円
トラック・・・大型1/3上限　140千円×70人=9,800千円　　中型1/3上限　66千円×10人=660千円　　準中型1/3上限 126千円×10人=1,260千円
　　　　　　 　特例教習1/3上限　100千円×18人=1,800千円
（２）施設整備費用補助
労働環境改善につながる施設、設備の整備に係る経費の一部を補助　　バス・・・1/2補助（上限1,000千円） 1,000千円×4社=4,000千円
タクシー・・・1/2補助（上限500千円）　500千円×12社=6,000千円　　トラック・・・1/3補助（上限500千円） 500千円×20社=10,000千円
（３）採用人材育成費用補助
自社の魅力を言葉でアウトプットし採用活動につなげることができる採用人材を育成する費用に対し補助
実態調査・採用市場セミナー・魅力発見ワークショップの開催　3,520千円
専門家の伴走型支援による効果的な採用戦略の実証　2,150千円
効果的な情報発信　4,070千円
印刷消耗費等　550千円
（４）補助金支給にかかる事務費　952千円
（５）女性乗務員確保対策
女性乗務員との交流会の開催　7,242千円
印刷消耗費等 385千円
④県内に本社もしくは営業所を置く乗合バス、法人タクシー、貨物自動車運送事業者、業界団体（バス、タクシー、トラック協会）（３）、（５）については県が実施主体

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

地域公共交通EV車両導入支援事業（R7予算分）

①燃料価格高騰への対策等のため、公共交通事業者等が行うEV車両導入等の取組を支援する。
②ＥＶバス、ＥＶタクシー及びプラグインハイブリッドタクシー、電気自動車用充電設備等の導入に要する経費
③【EVバス車両】
　賃上枠　補助率　5/12以内　(国庫補助（事業者に直接補助）と合わせて3/4以内)
　　　　 　　限度額　22,500千円(県の補助限度額)×3台
　 【バス充電設備】
　賃上枠　補助率　5/12以内　(国庫補助（事業者に直接補助）と合わせて3/4以内)
　　　　 　　限度額　1,875千円(県の補助限度額)×3基
　【EVタクシー車両】
　賃上枠　補助率　1/5以内　　(国庫補助（事業者に直接補助）と合わせて2/3以内)
　　　　　　 限度額　1,000千円(県の補助限度額)×12台
　【タクシー充電設備】
　賃上枠　補助率　1/5以内　　(国庫補助（事業者に直接補助）と合わせて2/3以内)
　　　　　　 限度額　600千円(県の補助限度額)×12基
④県内に営業所を有する公共交通事業者及び県内に営業所を有する公共交通事業者に当該事業の用に供する車両を貸与する者

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通じた生活
者支援

特殊詐欺等被害防止対策推進事業（R7予算分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対して、消費下支え等を通じた支援と高齢者を対象とする特殊詐欺等の被害防止を目的に、市町村
の防犯対策強化の取組に間接補助をするもの。
②交付対象者が居住する住居に設置する電話機等の購入経費。
　補助金の交付の対象となる電話機等は、電話機又は電話機に容易に取り付けることが可能な外付け機器であって、次のいずれかの機能をするもの
(1)　電話の着信時に、相手方に警告音声を発する機能を有し、かつ、通話中にその内容を自動で録音する機能
(2)　迷惑電話番号データベースに登録された情報等により、被害を引き起こす可能性のある電話番号を自動で判別して、着信を拒否又は警告表示する機能
③【電話機購入補助】重点支援交付金8,765千円
1,753件×5,000円（県補助分）＝8,765千円
※事業単価15,000円（うち市町村負担5,000円、事業対象者5,000円）
　【防犯啓発チラシ】一般財源732千円
（7.6円×50,000枚+9.5円×30,000枚）×1.10＝732千円
④交付対象者
　県内に居住する、市町村への補助金交付申請日において満６０歳以上の者又は満６０歳以上の者と同一の世帯に属する者

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

小規模事業支援事業（一部）（R7予算分）（R6国補正）

①物価高騰や人手不足等により厳しい経営状況にある県内小規模事業者等に対し、商工団体の経営指導員等が伴走型の支援を行うことにより、県内経済の活性化を
図る。
②経営指導員設置に要する人件費（補助金）
③人件費（給料、各種手当等）
　　商工会議所　：　27,892千円
　　商工会連合会　：　33,476千円
（一般財源　1,407,179千円）
　商工会議所　：人件費　494,625千円
　　　　　　　　　　 事業費　  39,508千円
　商工会連合会　：　人件費　772,146千円
　　　　　　　　　　　　　事業費　100,900千円
④商工会議所（１０）、大分県商工会連合会

R7.4 R8.3
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①エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う低所得世帯
支援

ものづくり人材修学支援事業（R7予算分）

①物価が上昇し家計を圧迫する中、大分県立工科短期大学校で学ぶことを希望する者が経済的理由で修学を断念することがないよう奨学金を給付する。
②給付型奨学金
③家庭の世帯の収入及び通学形態（自宅・寮又はアパート）により給付する月額を決定する。
　第Ⅰ区分　自宅・寮　29,200円×13人/アパート　49,200円×2人
　第Ⅱ区分　自宅・寮　19,500円×6人/アパート　32,900円×1.5人
　第Ⅲ区分　自宅・寮　 9,800円×4.5人/アパート　16,500円×2人
　第Ⅳ区分　自宅・寮 　7,300円×6.5人/アパート　12,300円×0.5人
年間：上記775,050円×12ヶ月＝9,301千円
④工科短大の学生のうち、支給基準を満たす者

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

中小企業等業務改善支援事業（R7予算分）（R6国補正）

①物価上昇の中で生産性を向上させ賃金を引上げる中小企業等を支援するため、奨励金の支給を行う。
②奨励金支給に要する経費（補助金等）
③業務改善奨励金：64,000千円
　　　（400千円×1/2）×110件＝22,000千円
　　　（（400千円×1/2）＋100千円）×140件＝42,000千円
　　　業務改善助成金分（補助率1/2、上限750千円）
　　　社会保険労務士等への報酬費用分（補助率10/10、上限100千円）
　広報関係委託料： 2,000千円
④県内中小企業等

R7.4 R8.3
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

おおいた和牛流通促進緊急対策事業（一部）（R7予算
分）

①物価高騰に伴う消費者の生活防衛意識の高まり等により、和牛肉の需要が軟調に推移していることから、次世代の消費拡大・認知を進める取組を支援する。
②以下の取組をはじめとする、おおいた和牛の消費・流通の拡大等に要する経費
③(ⅰ)学校給食での「おおいた和牛」提供
　800円×60g/100g×6,950人×1/2=1,668千円
　800円×50g/100g×46,230人×10/10=18,492千円
　(ⅱ)食育教材：3,527千円
　85,000枚×35円＋送料552千円=3,527千円
　（ⅲ）おおいた和牛消費拡大対策21,150千円
　　　　（国庫5,100千円一般財源16,050千円）
④大分県豊後牛流通促進対策協議会、大分県食肉事業協同組合連合会、大分県学校給食会

R7.4 R8.3
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

自給飼料基盤活用推進事業（R7予算分）

①飼料価格高騰にさらされる畜産農家の自給飼料生産基盤を確立するため、放牧経営の新規参入や規模拡大に取り組む事業者に対し支援し、生産コストの低減を図
る。
②③
（i）放牧地開拓に使用する農業用機械の購入やボーリング費の補助
　　　　　　　　　　　　　　　6,000千円/箇所×5箇所×1/3=10,000千円
（ii）牧草の種子購入費　　 100千円/ha×10ha×5箇所×1/3=1,667千円
（iii）放牧資材の購入費　1,200千円×5箇所×1/3=2,000千円
（iv）繁殖牛舎の建設費　40千円/㎡×5㎡/頭×100頭×1/3=6,667千円
（v）畜産農家向け研修会開催経費、手引冊子作成料等  700千円
④放牧地の新規造成・拡大に取り組む畜産農家

R7.4 R8.3

令和７年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

しいたけ増産体制整備総合対策事業（一部）（R7予算
分）

①高度な衛生管理基準を持った施設を整備し新たな流通体制を構築することで販路拡大を促進し、物価高騰等で所得が減少しているしいたけ生産者の所得向上につな
げることで、生産量維持を図る
②加工流通施設整備（本部の選別上、加工場、倉庫の集約化）
③乾しいたけの加工流通施設整備費用　　1施設　306,500千円
 国庫（重点交付金）：76,600千円
 国庫（林業・木材産業循環成長対策交付金)：229,900千円円
④大分県椎茸農業協同組合、加工流通施設

R7.7 R8.3
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

海づくり大会を契機とした水産物消費拡大事業（一部）
（R7予算分）

①物価高騰に伴う消費者の生活防衛意識の高まり等により、生鮮魚介類の各家庭の購入数量が減少傾向であることから、県産水産物の消費拡大を図るため、需要の
喚起や次世代の消費拡大・認知を進める取組を支援する。
②以下の取組をはじめとする県産水産物の消費拡大・販路開拓等に要する経費
③学校給食での「県産水産物」提供支援
　　ブリ1切240円×84千人＝20,160千円×１/2＝10,080千円
④公益財団法人大分県学校給食会、市町村等

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

県立高等学校ICT機器整備事業（R7予算分）

①県立高校のICT教育環境の充実を図るとともに物価高騰等の影響を受ける子育て世帯の経済的負担を軽減するため、更新時期を迎える県立高校生徒１人１台端末を
整備する。
②生徒１人１台端末の更新に要する経費
③19,694人（1年生6,454、2年生6,670、3年生6,570）×73,599円/台
=1,449,459千円（うち財産収入108,317千円、本交付金1,341,142千円）
④県立高校39校

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

県立学校給食費無償化事業（R7予算分）

①物価高騰等の影響を受ける子育て世帯を支援するため、県立学校に通う児童生徒等の学校給食費を無償化
②③
特支（幼、小）支弁区分Ⅱ：2,512円×156人×11月=4,311千円
　　　　　　　　 支弁区分Ⅲ：5,006円× 49人×11月=2,698千円
特支（中、高）支弁区分Ⅱ：2,803円×159人×11月=4,902千円
　　　　　　　　 支弁区分Ⅲ：5,644円× 88人×11月=5,463千円
定時制：7,456円×125人×11月=10,252千円
           6,500円×35人×10月=2,275千円
中学：72円×360人×190回=4,925千円
上記合計額に物価値上げ相当分9％を加味し算定
④特別支援学校・定時制高等学校等に通学する児童生徒及び保護者（教職員は除く）

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通じた生活
者支援

防犯カメラ設置支援事業（R7予算分）

①地域の防犯活動に取り組む物価高騰等の影響を受けた自治組織等を支援することで地域の防犯力の向上を図るもの。
②補助金
③200千円×25団体＝500千円
④地域の防犯活動に取り組もうとする自治組織、学校ＰＴＡ、組合又は団体等

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通じた生活
者支援

学生防犯ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動支援事業（R7予算分）

①物価高騰等の影響を受けた地域学生ボランティアを支援することで地域の防犯力の向上を図るもの。
②報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料
③報償費：1千円×30名×12回＝360千円（学生ボランティア謝金）
　報償費：６千円×２名×２時間＝２４千円（講師謝金）
　報償費：３千円×２０名＝６０千円（表彰物品）
　旅費：2,400円×１回　≒３千円（講師旅費）
　需用費：ポスター、チラシ　２７７千円
　役務費：165円×１００名≒１７千円（ボランティア保険）
　使賃：７千円（会場借上費）
④主として学生ボランティアに対する支援

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

指定管理施設向け人件費高騰支援（R7予算分）（R7当
初予算）

①労務単価の上昇に伴う人件費の増嵩に対し、早期の賃上げにつなげるため指定管理委託料の増額を行う。
②労務単価の上昇に伴う人件費高騰分
③R5人事委員会勧告対応分（+1.9％）：39,899千円
　 R6人事委員会勧告対応分（+6.6％）：67,441千円
  計：107,340千円
④指定管理施設25施設

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

光熱水費高騰相当分（R7予算分）
①原油価格高騰等の影響を受ける県施設の運営のため、光熱水費高騰分に充当する。
②光熱水費高騰分
③R7見込み:885,540千円-R4当:469,683千円＝415,857千円
④対象　69施設

R7.4 R8.3

20
⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

九州の東の玄関口としての拠点化推進事業(R7予算分）

①原油価格高騰などの物価高騰の影響を受けているフェリー事業者に対し、インバウンド需要の増加や物流のモーダルシフト対策に合わせ、利用促進に繋がる情報発
信に対して補助する。
②③下記経費
・誘客広報への補助：20,000千円（補助金）
　積　　　算：400万円×5社
　補　助 率：200万円以下2/3、200万円越1/2
　補助上限：850万円(予算の範囲内で交付決定)
・一般財源15,822千円
④県内フェリー事業者(5社)

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

LPガス等価格激変緩和対策事業（R7予算分）

①国では、物価高対策として、電気・都市ガスの料金支援（2025年7月～9月使用分）が開始されたが、LPガス料金と特別高圧の電気料金は対象外となるため、県内の
LPガス消費者への利用料金割引と、特別高圧受電中小企業の電気料金割引を県独自に支援することで、国の支援策を補完し生活者と事業者の負担軽減を進める。
② １．LPガス価格激変緩和対策事業補助
　　　  大分県LPガス協会への補助金（間接補助）　295,400千円
    ２．特別高圧電気価格激変緩和対策事業補助
　　    特別高圧受電中小企業への補助　121,040千円
③ １．LPガス価格激変緩和対策事業
 　     1契約につき780円
 　　 ・780円×33万世帯＝257,400千円
　　  ・事務費　38.000千円
　  ２．特別高圧電気価格激変緩和対策事業
 　　　3.2円/kwh×3,470万kwh（過去補助実績）＝111,040千円
　　  ・事務費　10.000千円
④ １．LPガス価格激変緩和対策事業
大分県LPガス協会（LPガス会社を利用するLPガスの一般消費者等）
　　２．特別高圧電気価格激変緩和対策事業
特別高圧で受電している県内中小企業等

R7.6 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

中小企業等業務改善支援事業（R7年度9月補正分）

①物価上昇の中で生産性を向上させ賃金を引き上げる中小企業等を後押しする更なる支援のため、奨励金の補助率・上限額を拡充する。
②奨励金支給に要する経費（補助金等）
③業務改善奨励金（重点枠拡充分）
　　1，500千円×1/6×150件＝37,500千円
④県内中小企業等
　重点枠は事業場内最低賃金を82円以上引き上げた中小企業等が対象

R7.9 R8.3
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③消費下支え等を通じた生活
者支援

地域あんしん給油所推進事業（R7予算分）

①エネルギーの物価高騰の影響を受けた生活者を支援し、地域を犯罪から守る活動を行う給油所を支援するため、ガソリンの店頭価格表示や防犯カメラ設置に取り組
む給油所に対して補助をする。
②1.地域あんしん給油所設備整備補助　27,000千円
　ガソリンの店頭価格を表示するための価格表示板や、地域の防犯対策強化のための防犯カメラ導入への補助
　2.地域あんしん給油所施設整備補助の広報　900千円
③１.補助金300千円×90社 補助上限300千円、補助率2/3
   2.需用費900千円
④県内の給油所

R7.9 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

労務単価の上昇を踏まえた庁舎管理委託料の増額（R7
予算分）

①物価高騰において賃上げ環境を整備するため、当自治体の公共調達において労務費を含めた価格転嫁を促進する。
②実質的な賃上げにつながる価格転嫁分（当該価格転嫁分が実質的な賃上げにつながるものとして確認できるような書類の提出を求める）
③価格転嫁分に相当する金額 101,897千円
指定管理施設における委託業務にかかる賃金スライド申請想定額：27,462千円
県庁舎等における機械保全、清掃、警備等の委託業務に係る賃金スライド申請想定額：74,435千円
④物価高騰の影響を受ける中小企業

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

グリーン・コンビナートおおいた創出事業（R7予算分）
（R6国補正）

①民間主導の可能性調査・実証等への支援
　エネルギー価格高騰を受ける企業を支援し、水素・アンモニア等の次世代エネルギーの活用による省エネ化を進めるため、国の水素・アンモニア供給基盤整備事業を
はじめとした可能性調査・実証等の取組に対する上乗せ支援や国補助対象外となる民間企業が実施する可能性調査・実証等の取組に対する補助を行う。
②水素・アンモニア供給基盤整備等の可能性調査等に対する補助金
③国補助を活用した民間主導の可能性調査・実証等への上乗せ支援
　60,000千円（可能性調査20,000千円×1件、実証等40,000千円×1件）
④環境省特定事業所排出者となっている県内製造業者等（共同事業体含む）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

グリーン・コンビナートおおいた創出事業（R7予算分）
（R7国予備費）

①民間主導の可能性調査・実証等への支援
　エネルギー価格高騰を受ける企業を支援し、水素・アンモニア等の次世代エネルギーの活用による省エネ化を進めるため、国の水素・アンモニア供給基盤整備事業を
はじめとした可能性調査・実証等の取組に対する上乗せ支援や国補助対象外となる民間企業が実施する可能性調査・実証等の取組に対する補助を行う。
②水素・アンモニア供給基盤整備等の可能性調査等に対する補助金
③国補助を活用した民間主導の可能性調査・実証等への上乗せ支援
　60,000千円（可能性調査20,000千円×1件、実証等40,000千円×1件）
④環境省特定事業所排出者となっている県内製造業者等（共同事業体含む）
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

エネルギー関連産業成長促進事業（R7予算分）（R6国補
正）

①エネルギー価格高騰に苦しむ企業等を支援し、水素エネルギーや地熱発電等の再生可能エネルギーの活用による省エネ化に向けた企業・個人の取組を加速するた
め、燃料電池車両導入や水素充填インフラ整備、地熱利用設備導入に要する経費に対して助成する。
②補助金
③
１　大分県燃料電池自動車購入支援事業費補助金
　　　500千円/台　× 10台　= 5,000千円
２　大分県燃料電池フォークリフト導入支援事業費補助金
　　　（大企業）1,500千円/台 × 2台 = 3,000千円
　　　（中小企業）3,000千円/台 × 2台 = 6,000千円
３　大分県燃料電池トラック導入支援事業費補助金
　　　20,000千円/台　×　2台 = 40,000千円
４　大分県水素ステーション整備事業費補助金
　　　（中規模以上）　50,000千円 × 1件 = 50,000千円
　　　（小規模）　30,000千円 × 1件 = 30,000千円
５　地熱利用設備導入支援事業
　　　33,000千円×1件＝33,000千円
④　１・・・大分県内で車両登録を行う法人又は個人
　　 ２，３・・・大分県内にて車両運用を行う法人等
　　 ４・・・大分県内で水素ステーションを整備する法人等
　　 ５・・・国補助金において、県内で温泉熱（温泉付随ガス含む）利用設備の導入を行う事業として交付決定を受けた者

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

エネルギー関連産業成長促進事業（R7予算分）（R7国予
備費）

①エネルギー価格高騰に苦しむ企業等を支援し、水素エネルギーや地熱発電等の再生可能エネルギーの活用による省エネ化に向けた企業・個人の取組を加速するた
め、燃料電池車両導入や水素充填インフラ整備、地熱利用設備導入に要する経費に対して助成する。
②補助金
③
１　大分県燃料電池自動車購入支援事業費補助金
　　　500千円/台　× 10台　= 5,000千円
２　大分県燃料電池フォークリフト導入支援事業費補助金
　　　（大企業）1,500千円/台 × 2台 = 3,000千円
　　　（中小企業）3,000千円/台 × 2台 = 6,000千円
３　大分県燃料電池トラック導入支援事業費補助金
　　　20,000千円/台　×　2台 = 40,000千円
４　大分県水素ステーション整備事業費補助金
　　　（中規模以上）　50,000千円 × 1件 = 50,000千円
　　　（小規模）　30,000千円 × 1件 = 30,000千円
５　地熱利用設備導入支援事業
　　　33,000千円×1件＝33,000千円
④　１・・・大分県内で車両登録を行う法人又は個人
　　 ２，３・・・大分県内にて車両運用を行う法人等
　　 ４・・・大分県内で水素ステーションを整備する法人等
　　 ５・・・国補助金において、県内で温泉熱（温泉付随ガス含む）利用設備の導入を行う事業として交付決定を受けた者
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

正社員化促進支援事業（R7予算分）（R6国補正）

①非正規雇用労働者の正社員化（賃上げ・処遇改善）等の取組を行った中小企業事業主等を支援するため、奨励金の支給を行う。
②奨励金支給に要する経費
③大分県正社員化促進支援奨励金：30,000千円
　対象者１人あたり５万円×400人＝20,000千円
　就職氷河期世代加算１人あたり５万円×200人＝10,000千円
④県内中小企業事業主等

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

正社員化促進支援事業（R7予算分）（R7国予備費）

①非正規雇用労働者の正社員化（賃上げ・処遇改善）等の取組を行った中小企業事業主等を支援するため、奨励金の支給を行う。
②奨励金支給に要する経費
③大分県正社員化促進支援奨励金：30,000千円
　対象者１人あたり５万円×400人＝20,000千円
　就職氷河期世代加算１人あたり５万円×200人＝10,000千円
④県内中小企業事業主等

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

外国人労働者受入対策強化事業（一部）（R7予算分）
（R6国補正）

①物価高騰や人手不足等により厳しい経営状況にある県内企業等・監理団体を支援し、外国人労働者が安心して働くことができる就業環境・居住環境等を整備し、受入
れ企業への定着を図る。
②大分県中小企業団体中央会への補助金（間接補助）　35,000千円
③・就業・居住環境整備　1,000千円×28件＝28,000千円
 　　監理団体支援　200千円×10件＝2,000千円
 　　事務費　5,000千円
④大分県中小企業団体中央会（県内の中小企業・監理団体等）

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

外国人労働者受入対策強化事業（一部）（R7予算分）
（R7国予備費）

①物価高騰や人手不足等により厳しい経営状況にある県内企業等・監理団体を支援し、外国人労働者が安心して働くことができる就業環境・居住環境等を整備し、受入
れ企業への定着を図る。
②大分県中小企業団体中央会への補助金（間接補助）　35,000千円
③・就業・居住環境整備　1,000千円×28件＝28,000千円
 　　監理団体支援　200千円×10件＝2,000千円
 　　事務費　5,000千円
④大分県中小企業団体中央会（県内の中小企業・監理団体等）
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

肉用牛生産基盤拡大支援事業（R7予算分）（R6国補正）

①飼料価格高騰の影響を受ける肉用牛の生産基盤を強化するため、繁殖農家の増頭の取り組みを支援する。
②③繁殖雌牛安定対策：繁殖雌牛の増頭に要する経費
　（１）優良母牛メニュー　増頭に要する経費
　　105千円/頭×350頭×1/2＝18,375千円
　（２）新規担い手メニュー　繁殖雌牛の導入に要する経費
　　600千円/頭×100頭×3/8＝22,500千円
④事業対象者：県内繁殖牛生産者

R7.4 R8.3
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

肉用牛生産基盤拡大支援事業（R7予算分）（R7国予備
費）

①飼料価格高騰の影響を受ける肉用牛の生産基盤を強化するため、繁殖農家の増頭の取り組みを支援する。
②③繁殖雌牛安定対策：繁殖雌牛の増頭に要する経費
　（１）優良母牛メニュー　増頭に要する経費
　　105千円/頭×350頭×1/2＝18,375千円
　（２）新規担い手メニュー　繁殖雌牛の導入に要する経費
　　600千円/頭×100頭×3/8＝22,500千円
④事業対象者：県内繁殖牛生産者
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

酪農経営生産性向上対策事業（R7予算分）（R6国補正）

①飼料価格高騰の影響受け、生産コストが上昇する中、生産性の高い酪農経営体制を構築するため、後継牛能力向上対策や飼養管理対策に加え、繁殖改善対策の取
組等を支援することで、生乳生産量の安定確保と酪農家の経営安定につなげる。
②
（1）後継牛能力向上対策事業費
後継牛の能力向上ため、ゲノム検査費用や雌性判別受精卵の購入費について補助するもの
（2）酪農支援対策施設整備事業費
酪農家が省力化・カウコンフォート・暑熱対策に係る機器等を導入する際に係る経費について補助するもの
（3）乳用牛繁殖改善対策事業費
乳用牛の繁殖改善のため、PAG検査や性ホルモン処置の実施に係る費用について補助するもの
③
（1）ゲノム検査費用補助：12千円×550頭×1/3＝2,200千円
　　　雌性判別受精卵購入費補助：150千円×35本×1/3＝1,750千円
（2）省力化等機器導入費補助：1,600千円×15件×1/3＝8,000千円
（3）PAG検査費用補助：0.8千円×4,000頭×1/2＝1,600千円
　　性ホルモン処置補助：2千円×1,500頭×1/2＝1,500千円
④県内の酪農家

R7.4 R8.3
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⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

酪農経営生産性向上対策事業（R7予算分）（R7国予備
費）

①飼料価格高騰の影響受け、生産コストが上昇する中、生産性の高い酪農経営体制を構築するため、後継牛能力向上対策や飼養管理対策に加え、繁殖改善対策の取
組等を支援することで、生乳生産量の安定確保と酪農家の経営安定につなげる。
②
（1）後継牛能力向上対策事業費
後継牛の能力向上ため、ゲノム検査費用や雌性判別受精卵の購入費について補助するもの
（2）酪農支援対策施設整備事業費
酪農家が省力化・カウコンフォート・暑熱対策に係る機器等を導入する際に係る経費について補助するもの
（3）乳用牛繁殖改善対策事業費
乳用牛の繁殖改善のため、PAG検査や性ホルモン処置の実施に係る費用について補助するもの
③
（1）ゲノム検査費用補助：12千円×550頭×1/3＝2,200千円
　　　雌性判別受精卵購入費補助：150千円×35本×1/3＝1,750千円
（2）省力化等機器導入費補助：1,600千円×15件×1/3＝8,000千円
（3）PAG検査費用補助：0.8千円×4,000頭×1/2＝1,600千円
　　性ホルモン処置補助：2千円×1,500頭×1/2＝1,500千円
④県内の酪農家

R7.4 R8.3

37
⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

中小企業等業務改善支援事業（R7予算分）（R7国予備
費）

①物価上昇の中で生産性を向上させ賃金を引上げる中小企業等を支援するため、奨励金の支給を行う。
②奨励金支給に要する経費（補助金等）
③業務改善奨励金：64,000千円
　　　（400千円×1/2）×110件＝22,000千円
　　　（（400千円×1/2）＋100千円）×140件＝42,000千円
　　　業務改善助成金分（補助率1/2、上限750千円）
　　　社会保険労務士等への報酬費用分（補助率10/10、上限100千円）
　広報関係委託料： 2,000千円
④県内中小企業等

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

こども医療費助成事業（R6予算分）（R6国補正）

①物価高騰の影響を受けた子育て家庭の経済的負担を軽減し、こどもたちの健康保持と健全育成を図るため、こども医療費を軽減する市町村に対し助成する。
②③対象経費 872,366千円 ※対象外経費352,533千円
　　　医療費 849,226千円(未就学児770,209千円、小中学生79,017)
       事務費23,140千円（未就学児23,037、小中学生103）
④子育て世帯（市町村を経由）

R7.4 R8.3

39
②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

こども医療費助成事業（R6予算分）（R7国予備費）

①物価高騰の影響を受けた子育て家庭の経済的負担を軽減し、こどもたちの健康保持と健全育成を図るため、こども医療費を軽減する市町村に対し助成する。
②③対象経費 872,366千円 ※対象外経費352,533千円
　　　医療費 849,226千円(未就学児770,209千円、小中学生79,017)
       事務費23,140千円（未就学児23,037、小中学生103）
④子育て世帯（市町村を経由）

R7.4 R8.3
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①食料品の物価高騰に対する
特別加算

物価高騰対応プレミアム商品券支援事業（R7予算分）

①物価高騰の影響を受ける生活者の、食料品や生活必需品等の家計負担を軽減するため、市町村と連携し、プレミアム商品券を発行する商工会・商工会議所等に対し
支援する。
➁プレミアム商品発行に関する経費
③対象経費2,721,000千円
   商品券プレミアム分20％　2,308,000千円、事務費　413,000千円
④生活者（市町村を経由）

R7.12 R8.3
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⑨中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

ＬＰガス等価格激変緩和対策事業（R7予算分）

①国では、物価高における生活者支援として、R8.1月から3月の3か月間、都市ガス料金と低圧・高圧の電気料金の支援再開を決定したが、これまでと同様に、LPガス料
金と特別高圧の電気料金は対象外となるため、県内のLPガス消費者への利用料金割引と、特別高圧受電中小企業の電気料金割引を県独自に支援することで、国の支
援策を補完し生活者と事業者の負担軽減を進める。
② １．LPガス価格激変緩和対策事業補助
　　　  大分県LPガス協会への補助金（間接補助）　635,620千円
    ２．特別高圧電気価格激変緩和対策事業補助
　　    特別高圧受電中小企業への補助　195,380千円
③ １．LPガス価格激変緩和対策事業
 　     1契約につき1,866円
 　　 ・1,866円×32万世帯＝597,120千円
　　  ・事務費　38.500千円
　  ２．特別高圧電気価格激変緩和対策事業
 　　　5.4円/kwh×3,470万kwh（過去補助実績）＝187,380千円
　　  ・事務費　8.000千円
④ １．LPガス価格激変緩和対策事業
大分県LPガス協会（LPガス会社を利用するLPガスの一般消費者等）
　　２．特別高圧電気価格激変緩和対策事業
特別高圧で受電している県内中小企業

R7.12 R8.3
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⑥中小企業・小規模事業者の
賃上げ環境整備

中小企業等省力化・生産性向上支援事業（R7予算分）

①人手不足や物価高騰による厳しい経営状況の中で、県内の中小企業等に対して、国の省力化投資補助金等への上乗せ支援を実施することで、生産性向上や賃上げ
を後押しする。
②補助金及び事務局経費
③
（１）中小企業省力化投資補助金への上乗せ
　　 【カタログ注文型】
　　　・通常枠　　500千円　×　12件　＝　6,000千円

 　　　・賃上げ枠750千円　×　8件　＝　6,000千円
　　 【一般型】
　　　・中小通常枠　　5,000千円　×　15件　＝　75,000千円

 　　　・中小賃上げ枠7,500千円　×　5件　＝　37,500千円
 　　　・小規模賃上げ枠2,500千円　×　5件　＝　12,500千円

（２）IT導入補助金（インボイス対応類型）への上乗せ
 　　　・賃上げ枠200千円　×　50件　＝　10,000千円

（３）事務局経費　8,000千円
④国の補助金を活用した事業者

R7.12 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

県有建築物照明改修事業（R7.2月補正予算分）

①長引くエネルギー価格等の高騰の影響を受ける、県民が利用する施設において、利用料の引上げ等の県民への負担増を抑制するため、照明のLED化による省エネ
の取組を緊急的に進めることで、施設のサービス水準を維持しつつ、利用者への価格転嫁を軽減する。
②③県民利用施設における照明のLED化による省エネの取組に係る経費9,680千円（設計委託料）
④県民利用施設

R7.4 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

職員人件費（物価高騰対策事業にかかる時間外勤務手
当）（R7.2月補正予算分）（R7国補正分）

①全庁で物価高騰対策に取り組んでいるところ、職員の時間外勤務が一定程度発生しているため、時間外勤務手当に充当する。
②時間外勤務手当
③R7当初特別枠予算のうち物価高騰対策にかかる事業費の占める割合を算出し、時間外勤務手当に充当。
R7当初特別枠予算：約3,500百万円
　うち物価高騰対策事業：約350百万円　（約10％）
R7年度時間外勤務手当年間所要見込（うち一般財源分）：1,527,410千円
1,527,410×10％＝152,741千円
④県庁職員

R7.4 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

指定管理施設向け人件費高騰支援（R7.2月補正予算
分）

①労務単価の上昇に伴う人件費の増嵩に対し、早期の賃上げにつなげるため指定管理委託料の増額を行うとともに光熱水費の高騰相当分に対し支援する。
②労務単価の上昇に伴う人件費高騰分及び光熱水費高騰相当分
③R7人事委員会勧告対応分：32,693千円
　 光熱水費高騰相当分　　　 ：58,167千円
  計：90,860千円
④指定管理施設25施設

R8.3 R8.3
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⑦医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（R7.2月補
正予算分）

①物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続を図るため、電気代や食材費等高騰分の一部を助成する。
②事業費計1,408,894
・社会福祉施設への補助金　1,378,715千円
・事務委託経費　30,179千円
※1その他の財源として事業費の一部に諸収入492,894千円計上
※2執行を考慮し補助金のうち重点支援地方交付金の充当可能額の一部に一般財源649,629千円計上　　※1+※2＝1,142,523千円
③県内約10,000の社会福祉施設等に対し、各種別に応じた物価高騰相当額の一部を助成
④幼児教育・保育施設等、高齢者施設、障害者・児施設、病院・診療所・薬局・訪問看護ステーション等、こども食堂、私立学校等（公立施設を除く）

R8.3 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

県立病院対策事業（R7.2月補正予算分）

①物価高騰の影響を受ける県立病院へ支援を行うことで、高度専門医療の医療提供体制の維持を図る。
②物価高騰に係る影響額（薬品費、診療材料費、食品費、光熱水費、燃料費）
③県立病院における実績見込み:140,000
④大分県立病院

R7.4 R8.3
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⑥中小企業・小規模事業者の
賃上げ環境整備

中小企業金融対策費（R7.2月補正予算分）

①物価高騰の影響を受けた県内の中小企業等が負担する信用保証料の軽減を図ることにより、事業資金の調達を支援するため、基金を設置する。
②補助金
③R8～R12の経営環境変動対応融資及び経営力強化資金にかかる保証料の補助。
　上記２資金について、各年度の保証料補助額（平均保証債務残高×保証料軽減率）を算出（変動融資：224,970千円、強化資金：160,039千円）し、合計額（385,009千
円）を基金積立額としている。
R8：【変動】5,912,484千円(保証債務残高)×0.856%≒50,618千円
      【強化】3,968,961千円(保証債務残高)×0.907%≒36,009千円
R9：【変動】5,584,013千円(保証債務残高)×0.856%≒47,806千円
      【強化】3,748,463千円(保証債務残高)×0.907%≒34,008千円
R10：【変動】5,255,541千円(保証債務残高)×0.856%≒44,994千円
       【強化】3,527,965千円(保証債務残高)×0.907%≒32,008千円
R11：【変動】4,927,070千円(保証債務残高)×0.856%≒42,182千円
       【強化】3,307,467千円(保証債務残高)×0.907%≒30,007千円
R12：【変動】4,598,598千円(保証債務残高)×0.856%≒39,370千円
       【強化】3,086,969千円(保証債務残高)×0.907%≒28,007千円
④大分県信用保証協会

R8.3 R8.4以降
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⑩地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

クールサマーinおおいた推進事業（R7.2月補正予算分）

①物価高騰に加え、酷暑の常態化による夏の観光客減少などにより、観光関連事業者が厳しい経営状況にあることから、夏季における誘客の安定化を図るため、県内
の涼しさを感じることのできるエリアやスポットについての情報発信を強化するとともに、観光関連事業者が行う暑さを緩和する設備投資を支援する。
②（１）県内の涼しく過ごせる観光地等の情報に特化したマップガイドブックの作成経費
　（２）観光関連事業者が暑さを緩和する設備の設置等に要する経費の補助
③（１）4,796千円
　　　　・日本語版作成経費　1,547千円
　　　　・外国語版作成経費（中国語（繁体・簡体）、英語、韓国語）　3,249千円
　（２）87,000千円
　　　　・通常枠　4,500千円×6件＝27,000千円
　　　　・賃上枠　6,000千円×10件＝60,000千円
➃（1）県内の出版関連事業者
　（2）県内の観光関連事業者

R8.3 R8.3
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⑥中小企業・小規模事業者の
賃上げ環境整備

ものづくりスペシャリスト（R7.2月補正予算分）

①企業等で実際に導入されている先端機器等に対応できるよう、物価高騰により購入が難しい産業教育備品等を整備し、教育環境の改善を図る。
②産業教育備品等（48,108千円）
③赤外分光光度計（5,041千円）
　赤外分光光度計（4,994千円）
　3Dプリンター・実習パソコン（7,194千円）
　メカトロニクス実習装置（7,843千円）
　トータルステーション（3,300千円）
　レーザー加工実習システム（6,578千円）
　シーケンス作業盤（1,980千円）
　コンバイン（2,640千円）
　乗用田植機（1,871千円）
　スキッドステアローダー（2,935千円）
　輸送用バン（2,515千円）
　軽トラック（1,217千円）
④農業・工業高校9校

R7.4 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

国民スポーツ大会参加費補助事業費（R7.2月補正予算
分）

①物価高騰の影響を受ける世帯への支援として、国民スポーツ大会に参加する際の旅費・宿泊費等を助成する。
②国民スポーツ大会（九州ブロック大会含む）に出場する選手等の出場経費 123,827千円
③九州ブロック大会夏季大会参加費負担金（9,839千円）
　 九州ブロック大会秋季大会参加費負担金（34,157千円）
　 九州ブロック大会冬季大会参加費負担金（1,595千円）
　 国民スポーツ大会本大会参加費負担金（71,656千円）
　 国民スポーツ大会冬季大会参加費負担金（6,580千円）
④国民スポーツ大会に大分県代表団として出場する選手等

R7.4 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

スポーツ大分パワーアップ事業（R7.2月補正予算分）

①物価高騰の影響を受ける世帯への支援として、国民スポーツ大会に参加する指導者等の旅費・宿泊費等を助成する。
②国民スポーツ大会（九州ブロック大会含む）に帯同する指導者等の派遣に要する経費。
③支援コーチ・帯同トレーナー等派遣支援（12,447千円）
　 国民スポーツ大会出場調整合宿支援（4,400千円）
④国民スポーツ大会に帯同指導者等

R7.4 R8.3
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⑪推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

世界に羽ばたくアスリート強化事業（R7.2月補正予算分）
①物価高騰の影響を受ける世帯への支援として、海外遠征を行う県内アスリートの旅費・宿泊費等を助成する。
②③国際大会に出場する選手の出場経費を助成する（11,909千円）
④国際大会に出場する本県在住選手

R7.4 R8.3
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③物価高騰に伴う子育て世帯
支援

県立学校ICT教育基盤整備事業（R7.2月補正予算分）
①物価高騰の影響を受ける子育て世帯への支援として、教育費を抑えられるよう、副教材・学業品を整備する。
②③タブレット用タッチペン2,300本×1,210円/本=2,783千円
④県立高校生徒2,300人分

R7.4 R8.3
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⑧農林水産業における物価高
騰対策支援

県産食材県内消費拡大緊急対策事業（R7.2月補正予算
分）

①食材費高騰の影響により県産食材の使用比率が低下傾向にある学校給食において、県産食材の認知度向上と県内消費拡大を図るため、学校給食での県産農林水
産物の購入経費を助成するとともに、出前講座等を実施する。
②学校給食での県産食材提供及び食材PR実施にかかる経費
③(ⅰ)学校給食での県産食材の提供
　　    400円×208,408人×10/10＝83,363千円（補助金）
　 (ⅱ)受託者事務費：2,900千円（委託料）
　 (ⅲ)食材PR資材費等：2,195千円（旅費、印刷消耗費）
④大分県学校給食会

R7.12 R8.3
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⑧農林水産業における物価高
騰対策支援

自給飼料生産拡大対策事業（R7.2月補正予算分）

①飼料価格の高騰にさらされる畜産農家の経営安定に向けて、畜産農家が利用する自給飼料の安定的な確保・飼料費低減を図るため、自給飼料の生産拡大、生産性
向上に取り組む畜産農家等を支援する。
②③
（１）飼料用米生産対策
　18,000千円×3件×1／2＝27,000千円
（２）自給飼料生産・活用拡大対策
　25,000千円×2件×1／4＝12,500千円
（３）堆肥利活用拡大対策
　9,000千円×2件×1／4＝4,500千円
（４）牧野生産性向上対策
　1,000a×10か所×50千円/10a×1／4＝12,500千円
（５） 事務費　1,703千円
④（１）畜産農家（２）コントラクター、畜産農家、耕種農家（３）コントラクター、畜産農家、耕種農家　（４）牧野組合等

R8.3 R8.3
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⑧農林水産業における物価高
騰対策支援

農林水産業渇水対応緊急支援事業（R7.2月補正予算
分）

①農業用資材の価格高騰や渇水の影響を受ける農家の経営安定を図るため土地改良区等が行う揚水ポンプ等の導入に要する経費に対し助成する。
②③
（１）R８年３月に作付けする農産物
　給水車による給水業務　3,600千円×1箇所×1/3=1,200千円
　揚水ポンプの導入　　　　　 600千円×3箇所×1/3=600千円
（２）Ｒ８年４月以降に作付けする農産物
　ボーリング工事　　　　　　6,000千円×18箇所×1/12=9,000千円
　給水車による給水業務　3,600千円×17箇所×1/12=5,100千円
　揚水ポンプの導入　　　　　 600千円×51箇所×1/12=2,550千円
④土地改良区等（市町を経由）

R8.3 R8.3
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⑩地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

阿蘇くじゅう国立公園満喫プロジェクト推進事業（R7.2月
補正予算分）

①物価高騰による観光客の減少により厳しい経営状況にある観光業者への支援を主眼とし、夏も涼しいくじゅう地域、祖母・傾・大崩ユネスコエコパークの魅力発信のた
めのテレビCMやWEB広告等に加え、海外事業者向け現地体験会等を実施する広報会社や旅行業者への支援を行うことで、国内外の誘客促進による地域活性化を図る
もの。
②委託料、報償費、旅費
③魅力発信のための広報委託料：23,393千円
　 報償費（審査委員）：8,300円×2人≒17千円
   旅費（審査委員）：1,300円×2人≒3千円
　 旅費（事務費）：1,300円×2人×2回≒5千円
　 海外事業者向け現地体験会実施委託料：6,974千円
　 報償費（審査委員）：8,300円×2人≒17千円
   旅費（審査委員）：1,300円×2人≒3千円
　 旅費（事務費）：1,300円×2人×4回≒11千円
④CMやSNSなど各種広報媒体を通じた魅力発信：県内外・海外（台湾）の観光客等
　 海外事業者向け現地体験会：海外（台湾）の旅行業者等

R8.3 R8.3
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⑩地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

ユネスコエコパーク活用プロモーション事業（R7.2月補正
予算分）

①物価高騰による観光客の減少により厳しい経営状況にある観光業者への支援を主眼とし、阿蘇くじゅう国立公園・ユネスコエコパークの豊かな自然や伝統文化を活か
したスタンプラリー等を実施するイベント会社等を支援することで、県内及び隣県の誘客促進による地域活性化を図る。
②委託料、報償費、旅費
③スタンプラリー委託料：7,155千円
　 報償費（審査委員）：8,300円×4人≒34千円
   旅費（審査委員）：1,300円×4人≒6千円
④エリア内事業者（体験事業者、宿泊施設、飲食店等）

R8.3 R8.3
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⑦医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障がい者就労環境づくり推進事業【就労継続支援事業
所活躍推進事業分】（R7.2月補正予算分）

①物価上昇の影響を受ける就労継続支援事業所の生産性を向上させ、工賃の向上等を支援するため、大分県就労継続支援事業所活躍推進補助金を支給する。
②新しい分野への参入や業務拡大に取り組む就労継続支援事業所に対して必要経費を助成する。
③総事業費10,000千円（1,000千円×10件）
④就労継続支援事業所

R7.4 R8.3
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⑦医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

国際車いすマラソン大会開催事業（R7.2月補正予算分）

①物価高騰の影響を受けている開催費用が高騰している車いすマラソン事業開催経費を助成する。
②大分国際車いすマラソン事業開催経費（開閉会式費用、交通関係費用等）
③大分国際車いすマラソン事業開催委託料　計：41,439千円
　委託料のうち基本経費：36,000千円（一般財源）
　人件費等の上昇による物価高騰分：5,439千円（重点支援地方交付金）
④大分県障がい者スポーツ協会（大分国際車いすマラソン事業開催委託先）

R7.4 R8.3
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⑦医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障がい者就労環境づくり推進事業【障がい者雇用アドバ
イザー配置事業分】（R7.2月補正予算分）

①物価上昇の中で障がい者の就労機会を維持し、障がい者の働く環境を守るとともに、障がい者の就労機会を確保するため、雇用支援アドバイザーを配置し、障がい者
雇用の促進や相談支援等を実施する。
②アドバイザー関係経費
③アドバイザー(7名）人件費＋活動費等21,416千円のうち執行を考慮し15,708千円に重点支援地方交付金を充当。残額については一般財源を充当。
④障害者就業・生活支援センター6か所（アドバイザー配置先）

R7.4 R8.3
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⑦医療・介護・保育施設、学校
施設、公衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障がい者芸術推進事業（R7.2月補正予算分）

①物価上昇の中で障がい者の芸術文化活動を維持するため、物価高騰の影響を受けている障がい者芸術企画展等の開催する。
②企画展開催経費（アーティスト経費、作品輸送費、会場使用料等）
③企画展開催経費委託料8,540千円のうち4,270千円
④おおいた障がい者芸術文化活動支援センター（企画展開催委託先）

R7.4 R8.3
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⑩地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

大阪・関西万博を契機とした誘客等促進事業（R7当初予
算分）

①エネルギー価格・物価高騰の影響を受けている地域観光業を支援するため、大阪・関西万博において、観光、食、自然など大分県の魅力を広く発信し、国内外の活力
を取り込むことで、地域経済の活性化を図る。
②万博会場での九州7県合同催事における大分県ブースの出展経費
③催事運営業務委託料25,330千円（造作関連費等20,606千円、人件費4,724千円）
➃民間事業者

R7.4 R7.12
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⑨推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

小規模事業支援事業（一部）（R7予算分）（R7予備費）

①物価高騰や人手不足等により厳しい経営状況にある県内小規模事業者等に対し、商工団体の経営指導員等が伴走型の支援を行うことにより、県内経済の活性化を
図る。
②経営指導員設置に要する人件費（補助金）
③人件費（給料、各種手当等）
　　商工会議所　：　27,892千円
　　商工会連合会　：　33,476千円
（一般財源　1,407,179千円）
　商工会議所　：人件費　494,625千円
　　　　　　　　　　 事業費　  39,508千円
　商工会連合会　：　人件費　772,146千円
　　　　　　　　　　　　　事業費　100,900千円
④商工会議所（１０）、大分県商工会連合会

R7.4 R8.3
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⑥中小企業・小規模事業者の
賃上げ環境整備

小規模事業支援事業（一部）（R7予算分）（R7補正）

①物価高騰や人手不足等により厳しい経営状況にある県内小規模事業者等に対し、商工団体の経営指導員等が伴走型の支援を行うことにより、県内経済の活性化を
図る。
②経営指導員設置に要する人件費（補助金）
③人件費（給料、各種手当等）
　　商工会議所　：　27,892千円
　　商工会連合会　：　33,476千円
（一般財源　1,407,179千円）
　商工会議所　：人件費　494,625千円
　　　　　　　　　　 事業費　  39,508千円
　商工会連合会　：　人件費　772,146千円
　　　　　　　　　　　　　事業費　100,900千円
④商工会議所（１０）、大分県商工会連合会

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業（R6補正活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、半導体関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県LSIクラスター形成推進会議（半導体関連企業会）が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　10,000千円
　 大学との共同研究の支援600千円
④大分県LSIクラスター形成推進会議（半導体関連企業会）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業（R7予備費活用
分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、半導体関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県LSIクラスター形成推進会議（半導体関連企業会）が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　10,000千円
　 大学との共同研究の支援600千円
④大分県LSIクラスター形成推進会議（半導体関連企業会）

R7.4 R8.3
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⑨中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業（R7補正活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、半導体関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県LSIクラスター形成推進会議（半導体関連企業会）が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　10,000千円
　 大学との共同研究の支援600千円
④大分県LSIクラスター形成推進会議（半導体関連企業会）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

自動車関連産業企業力向上事業（R6補正活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、自動車関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県自動車関連企業会が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　7,000千円
④大分県自動車関連企業会

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

自動車関連産業企業力向上事業（R7予備費活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、自動車関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県自動車関連企業会が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　7,000千円
④大分県自動車関連企業会

R7.4 R8.3
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⑨中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

自動車関連産業企業力向上事業（R7補正活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、自動車関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県自動車関連企業会が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　7,000千円
④大分県自動車関連企業会

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

医療関連機器産業振興事業（R6補正活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、医療機器関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県医療ロボット・機器産業協議会が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　12,000千円
　 開発製品の導入促進に向けた支援　6,000千円
　 販路開拓に向けた展示会出展への支援　1,000千円
④大分県医療ロボット・機器産業協議会（医療機器関連企業会）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

医療関連機器産業振興事業（R7予備費活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、医療機器関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県医療ロボット・機器産業協議会が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　12,000千円
　 開発製品の導入促進に向けた支援　6,000千円
　 販路開拓に向けた展示会出展への支援　1,000千円
④大分県医療ロボット・機器産業協議会（医療機器関連企業会）

R7.4 R8.3

75
⑨中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

医療関連機器産業振興事業（R7補正活用分）

①エネルギー価格や物価、人件費などのコストが高騰する中、医療機器関連企業の新たな挑戦を後押しする企業会の取組にかかる経費を負担する。
②大分県医療ロボット・機器産業協議会が実施する取組への負担金
③既存製品の改良や新分野への事業着手に向けた取組の支援　12,000千円
　 開発製品の導入促進に向けた支援　6,000千円
　 販路開拓に向けた展示会出展への支援　1,000千円
④大分県医療ロボット・機器産業協議会（医療機器関連企業会）

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

ツール・ド・九州推進事業(R6国補正分)

①物価高騰の影響を受け参加者が減小する恐れのあるサイクルツーリズムへの支援を通じた地域活性化を図るため、国際サイクルロードレースに係る開催準備や情報
発信等を行う。（74,395千円)
※その他、寄附金の基金積立に係る経費(1,379千円)については一般財源を充当
②ツール・ド・九州の開催準備経費及び機運醸成に繋がる広報費
③ツール・ド・九州実行委員会負担金等　74,395千円
④ツール・ド・九州実行委員会

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

ツール・ド・九州推進事業(R7予備費分)

①物価高騰の影響を受け参加者が減小する恐れのあるサイクルツーリズムへの支援を通じた地域活性化を図るため、国際サイクルロードレースに係る開催準備や情報
発信等を行う。（74,395千円)
※その他、寄附金の基金積立に係る経費(1,379千円)については一般財源を充当
②ツール・ド・九州の開催準備経費及び機運醸成に繋がる広報費
③ツール・ド・九州実行委員会負担金等　74,395千円
④ツール・ド・九州実行委員会

R7.4 R8.3
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⑩地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

ツール・ド・九州推進事業(R7国補正分)

①物価高騰の影響を受け参加者が減小する恐れのあるサイクルツーリズムへの支援を通じた地域活性化を図るため、国際サイクルロードレースに係る開催準備や情報
発信等を行う。（74,395千円)
※その他、寄附金の基金積立に係る経費(1,379千円)については一般財源を充当
②ツール・ド・九州の開催準備経費及び機運醸成に繋がる広報費
③ツール・ド・九州実行委員会負担金等　74,395千円
④ツール・ド・九州実行委員会

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

選ばれるおおいた情報発信推進事業(R6国補正分)

①物価高の影響を受け経営難に苦しむ観光業界などの分野で「選ばれるおおいた」の実現を図るため、国内外に向けて大分県の魅力を発信する。
②国内外へのパブリシティ活動等の広報費（40,202千円）
　※その他 デジタルマーケティングに関する職員研修や県庁HPへのAIチャットボット導入に係る経費等(62,215千円)については一般財源を充当
③国内パブリシティメディアツアー　8,602千円
　 国内パブリシティ羽田空港広告　3,000千円
　 国内パブリシティメディア露出支援　9,900千円
　 海外向け大分県紹介冊子　5,500千円
　 大分県の魅力向上に向けた動画配信　13,200千円
④県が実施主体

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

選ばれるおおいた情報発信推進事業(R7国予備費分)

①物価高の影響を受け経営難に苦しむ観光業界などの分野で「選ばれるおおいた」の実現を図るため、国内外に向けて大分県の魅力を発信する。
②国内外へのパブリシティ活動等の広報費（40,202千円）
　※その他 デジタルマーケティングに関する職員研修や県庁HPへのAIチャットボット導入に係る経費等(62,215千円)については一般財源を充当
③国内パブリシティメディアツアー　8,602千円
　 国内パブリシティ羽田空港広告　3,000千円
　 国内パブリシティメディア露出支援　9,900千円
　 海外向け大分県紹介冊子　5,500千円
　 大分県の魅力向上に向けた動画配信　13,200千円
④県が実施主体

R7.4 R8.3
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⑩地域公共交通・物流や地域
観光業等に対する支援

選ばれるおおいた情報発信推進事業(R7国補正分)

①物価高の影響を受け経営難に苦しむ観光業界などの分野で「選ばれるおおいた」の実現を図るため、国内外に向けて大分県の魅力を発信する。
②国内外へのパブリシティ活動等の広報費（40,202千円）
　※その他 デジタルマーケティングに関する職員研修や県庁HPへのAIチャットボット導入に係る経費等(62,215千円)については一般財源を充当
③国内パブリシティメディアツアー　8,602千円
　 国内パブリシティ羽田空港広告　3,000千円
　 国内パブリシティメディア露出支援　9,900千円
　 海外向け大分県紹介冊子　5,500千円
　 大分県の魅力向上に向けた動画配信　13,200千円
④県が実施主体

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

職員人件費（物価高騰対策事業にかかる時間外勤務手
当）（R7.2月補正予算分）（R6国補正分）

①全庁で物価高騰対策に取り組んでいるところ、職員の時間外勤務が一定程度発生しているため、時間外勤務手当に充当する。
②時間外勤務手当
③R7当初特別枠予算のうち物価高騰対策にかかる事業費の占める割合を算出し、時間外勤務手当に充当。
R7当初特別枠予算：約3,500百万円
　うち物価高騰対策事業：約350百万円　（約10％）
R7年度時間外勤務手当年間所要見込（うち一般財源分）：1,527,410千円
1,527,410×10％＝152,741千円
④県庁職員

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

職員人件費（物価高騰対策事業にかかる時間外勤務手
当）（R7.2月補正予算分）（R7国補正分）

①全庁で物価高騰対策に取り組んでいるところ、職員の時間外勤務が一定程度発生しているため、時間外勤務手当に充当する。
②時間外勤務手当
③R7当初特別枠予算のうち物価高騰対策にかかる事業費の占める割合を算出し、時間外勤務手当に充当。
R7当初特別枠予算：約3,500百万円
　うち物価高騰対策事業：約350百万円　（約10％）
R7年度時間外勤務手当年間所要見込（うち一般財源分）：1,527,410千円
1,527,410×10％＝152,741千円
④県庁職員

R7.4 R8.3


